
天童市長　山　本　信　治　　　　　

(1)　任免及び職員数に関する状況

ア　職員数の状況 （単位：人）

令和４年度 令和５年度 増減

議　会 6 6 0

総　務 75 78 3 　業務増に伴う増員

税　務 25 25 0

農林水産 23 23 0

商　工 12 14 2 　業務増に伴う増員

土　木 36 35 △ 1 　業務の見直しに伴う減員

小　計 177 181 4

民　生 68 68 0

衛　生 32 29 △ 3 　業務の見直しに伴う減員

小　計 100 97 △ 3

277 278 1

教　育 62 63 1 　業務増に伴う増員

消　防 68 68 0

小　計 130 131 1

病　院 67 69 2 　業務増に伴う増員

水　道 8 8 0

下水道 8 7 △ 1 　業務の見直しに伴う減員

国　保 7 7 0

介　護 13 13 0

後期高齢 4 4 0

工業団地 2 2 0

小　計 109 110 1

516 519 3

特
別
行
政

福
 
祉

一般行政 計

天童市人事行政の運営等の状況

部 門

福
祉
を
除
く
一
般
行
政

総 合 計

令和５年１２月１５日

主な増減理由

　天童市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第１２号）第４条の規定に基づ
き、次のとおり公表します。

公
営
企
業
等
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（単位：人）

第一次 一次試験

試験日 Ａ うち女性 合格者数 Ｂ うち女性

看護師 5/15(日) 4 4 4 3 2 2 2.0

行政（上級）
6/17(金)

～
6/30(木)

139 130 54 13 4 2 32.5

土木（上級） 6/19(日) 2 1 0 1 1 0 1.0
行政（初級） 9/18(日) 17 17 7 8 4 2 4.3

行政（特別選考） 9/18(日) 0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

行政（社会人経験） 9/18(日) 12 12 6 6 4 1 3.0
保健師 9/18(日) 6 4 4 4 2 2 2.0
消防士 9/18(日) 15 11 1 4 1 0 11.0

（単位：人）

男性 女性 計 男性 女性 計

1 1 2 0
1 1 2 0
3 1 4 0
1 0 1 0
0 2 2 0
1 0 1 0

看護師 0 2 2 0
0 2 0 2

7 7 14 2 0 2

（単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
部長級 3 3 0
課長級 2 1 3 0
主幹 0 0

課長補佐級 1 1 1 1
係長級 1 1 1 1
主任級 0 0
主事等 2 1 2 1

技能労務職 1 0 1
計 5 1 0 1 5 2 0 0 10 4

備考　退職手当が支給されない退職者を含みません。

計死亡退職
区　分

定年退職 早期退職 普通退職

ウ　任用の状況(令和５年４月１日採用)

職　種
最終合格者数

イ　競争試験の状況(令和４年度)

競争試験 選　　考

倍率

Ａ／Ｂ
申込者数

一次試験受験者数

職　種

行政（初級）
行政（社会人経験）

行政（上級）

エ　退職者の状況(令和４年度)

土木（上級）

消防士

指導主事

計

保健師
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(2)　給与の状況

ア　総括

備考　職員手当には、退職手当は含みません。

(ｳ)　ラスパイレス指数の推移（一般行政職）

備考　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料水準を100とした場合の地方公務員の給料水準を示す指数をいいます。

イ　職員の平均給与月額、初任給等の状況

備考　平均給与月額は国比較ベースで算出しており、給料のほか、扶養手当及び住居手当等を含み、通勤手当及び

　　　実績手当を含みません。

（単位：円）

国

(ｳ)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在）   （単位:円）

備考 人口は、令和５年３月３１日現在です。人件費には、特別職に支給する給与・報酬なども含まれています。

年　度 令和２年度

100.0

令和元年度

経験年数２０年

100.1

(ｱ) 　職員の平均給料月額と平均給与月額及び平均年齢（令和５年４月１日現在）

(ｲ)　職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在）

天童市 336,186

100.0100.4

ウ　一般行政職の級別職員数の状況（令和５年４月１日現在）

経験年数１５年

人件費(B)（千円）

3,687,711 12.1 %

100.1

期末・勤勉手当

1,938,236

平均給与月額
（円）

職員手当

平均給料月額
（円）

５級

平成３０年度

100.3

令和３年度

60,810

408　人 314,545

初　任　給

1,489,494

技　能　労　務　職

100.0天童市

県

区　分

職員１人当たりの
給与費（Ｂ／Ａ）

（千円）
職員数（Ａ）（人）

5,849582,554

平均年齢
（歳）

歳出額(A)（千円）

30,423,006

実質収支（千円）

給　　　与　　　費　（千円）

人件費率(B/A)

39.1

一　般　行　政　職

100.0

計（Ｂ）

100.0

286,942

住民基本台帳人口（人）

給　料

令和３年度の人件費率

11.6　％

2,386,593

329,178

平均給料月額
（円）

330,733303,700

一般行政職

高校卒

188,100

採用後２年経過日の給料月額

令和４年度

99.7

51.0

平均給与月額
（円）

322,300

平均年齢
（歳）

164,900

大学卒 199,900

計

251

補佐級

３級

主査 主任級

338,025

区　　分

大学卒 251,250

７級

一般行政職

23

級

標準職務

高校卒

高校卒

100 %

100 %

100 %

20.9 %

25.2 %

12.0 %

15.0 %

技能労務職

４級

部長級

区　　分

159,900

46

18.3 %

36

14.3 %

34

構成比

3.4 %

51

20.3 %

14.5 %

21.1 %

18.4 %

53

14.5 %

１年前構成比

５年前構成比

１級

主事級

６級

課長級 係長級

２級

9.2 %

8.8 %

9.0 %

3.6 %

職員数（人） 8

3.2 % 13.6 %

223,720

―

267,225

16.9 %18.5 % 19.3 %

404,015

365,025

42.4 51.2

経験年数１０年

322,487

技能労務職

156,300

151,600

高校卒

310,350

― 288,175

(ｱ)　人件費の状況（令和４年度普通会計決算）

(ｲ)　職員の給与費の状況（令和５年度普通会計当初予算）
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エ　職員の手当の状況

(ｱ)　期末手当・勤勉手当

千円

備考　職位に応じ調整額が加算される場合があります。

　　　１人当たり平均支給額は、令和４年度中に退職手当の支給を受けた職員の平均支給額です。

(ｴ)　時間外勤務手当（各年度普通会計決算）

28.0395 月分

250

　　　　職員全体に占める手当支給職員の割合

(ｳ)　特殊勤務手当（令和４年度普通会計決算）

24.586875 月分

早期退職・定年

24.586875 月分

13.0

19.6695 月分

33.27075 月分

自己都合

33.27075 月分

47.709 月分

定年前早期退職特別措置(2～45%)

47.709 月分

47.709 月分

47.709 月分 39.7575 月分

(ｲ)　退職手当（令和５年４月１日現在）

47.709 月分

期末手当 勤勉手当 計

勤続３５年

令和４年度
支給割合

加算措置の状況

0.925

1.025

％

支
給
率

0.950

定年前早期退職特別措置(2～45%)

種類　　　　手当の種類（手当数）

／回200円

3

2,000円

具体的な支給対象業務支給単価

行旅病人又は
行旅死亡人
取扱手当

高所作業手当

手当の名称

行旅病人または行旅死亡人の取扱事件が発生
し、その取扱作業に従事したとき

800円病人

支給総額

感染症防疫
作業手当

死亡人

はしご自動車に搭乗する職員が、地上10メート
ル以上の箇所において、消防活動または保守
営繕などの業務に従事したとき

区　分

有

支給実績

有

無左記に従事した職員

左記に従事した職員

支給対象職員

左記に従事した消防職員

期末手当 勤勉手当

千円

令和４年度

令和３年度 千円

103,180

対象職員１人
当たり支給年額

1.200 月分

月分

月分

１２月期 1.200

　６月期

天　童　市

計

区　　分

制度なし

―

支　給　実　績

　　　　支給対象職員１人当たり平均年支給額

千円

千円

90,887

13,384

制度なし

／日

感染症が発生し、またはその恐れがある場合に
おいて、感染症患者もしくは感染症の疑いのあ
る患者の救護、または感染症の病原体に汚染
された物件もしくは汚染の疑いのある物件の処
理作業に従事したとき

千円 282

勤続２５年

400円

自己都合

その他の加算措置

19.6695 月分

28.0395 月分

早期退職・定年

最高限度

１人当たり
平均支給額 1,403

退職時特別昇給

１人当たり平均支給額

(令和４年度)

6,400

円

―

2.225 月分 1.050

2.125 月分 月分

1.200 2.250 月分

2.150 月分月分

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

月分

39.7575 月分

47.709 月分

区　　分

円

307,200

国

月分

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

勤続２０年

1.200

天　童　市
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(ｵ)　その他の手当（月額）

オ　特別職の報酬等の状況

(ｱ)　報酬等

(ｲ)　退職手当

勤勉手当

(令和５年４月１日現在)

(令和５年１０月１日現在)

(令和５年４月１日現在)

地域手当

本市職員が東京都特別区内に在勤する場合に支給。
給料、管理職手当および扶養手当の月額の合計額に
次の率を乗じて計算
 東京都特別区に在勤　100分の20

副市長

502,000円

○扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから

　満22歳の年度末までの子１人につき：5,000
　円加算

勤務公署の変更等により、同居していた配偶者と別
居することとなった場合に支給
基礎額：30,000円／月

加算額：配偶者の住居との距離に応じて上限 70,000
円／月

本市職員が東京都に在勤し、同居していた配偶者と
別居することとなった場合に支給
基礎額：30,000円／月

加算額：配偶者の住居との距離に応じて上限 70,000
円／月（東京都に在勤する場合の加算額は16,000円
／月）

民間における賃金等の水準が高い地域に在勤する職
員に支給。俸給、俸給の特別調整額および扶養手当
の月額の合計額に次の率を乗じて計算（俸給は本市
の給料に、俸給の特別調整額は本市の管理職手当に
相当します。）
 東京都特別区に在勤　100分の20
※　その他多くの地域が支給対象

借家：限度額 28,000円／月

○交通機関利用：限度額 55,000円／月

借家：限度額 28,000円／月

○扶養親族たる子：10,000円

447,000円

420,000円

単身赴任手当

退　職　手　当

算 出 方 式 支給時期

制度なし
1.625月分

  ６月期： 1.625月分

940,000円

705,000円

3.25月分　　計

１２月期：

○交通用具使用：限度額 31,600円／月

制度なし

副市長

給料等月額

給料月額×在職月数×35/100

610,000円

副議長

給　料

教育長

市　長

給料等月額に１．４
を乗じたものに、右の

率を乗じる

議　員

報　酬

天　童　市

区　分 期末手当

○一般の扶養親族： 6,500円

○扶養親族たる子：10,000円

通勤手当

国

○交通機関利用：限度額 55,000円／月

扶養手当

○交通用具使用：限度額 25,400円／月

区分

住居手当

○一般の扶養親族： 6,500円

議　長

○扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから

　満22歳の年度末までの子１人につき：5,000
　円加算

区　分

給料月額×在職月数×25/100

給料月額×在職月数×50/100

議　員

市　長

副議長

教育長

原則として任期満了ご
とに満了日より１カ月
以内に支給する。

議　長
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(3)　勤務時間その他の勤務条件の状況

イ　休暇の制度

特
　
別
　
休
　
暇

ア　勤務時間の状況（交代制勤務以外の一般職の標準的な場合） (令和５年４月１日現在)

年 次 有 給 休 暇 １暦年につき２０日付与（未取得分は２０日を上限に、残日数を翌年限り繰越し可能）

生 理 休 暇

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤が著しく困難な場合：必要と
認められる期間

女性職員の生理について、就業が著しく困難な場合に必要と認められる期間

地震、水害その他の災害により職員の現住居が滅失し、若しくは損壊した場合又はおそれがあ
る場合：１５日（おそれがある場合は３日）の範囲内の期間

妊娠中の女性職員の通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影
響があると認められる場合：１日につき１時間以内

病 気 休 暇

災 害 等

公務上または通勤による負傷・疾病の場合：必要と認められる期間

結核性疾患の場合：１年以内で必要と認められる期間

高血圧病、動脈硬化性心臓病及び悪性新生物による疾病並びにその他の慢性疾患。精神及び
神経に係る疾病の場合：１８０日以内で必要と認められる期間

地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回避する
ため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合：必要と認められる期間

妊娠・出産等

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合：１暦年にお
いて５日(当該通院等が体外受精又は顕微授精に係るものである場合にあっては、１０日)の範囲
内の期間

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく健康診断、就業制限又は
交通の制限若しくは遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合：必要と認めら
れる期間

妊産婦である女性職員が、母子保健法に基づく保健指導又は健康診査を受ける場合：妊娠週
に応じて４週間・２週間・１週間に１回、産後１年までは１回、それぞれ必要と認められる時間

妊娠中の職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合で、当該職員
が適宜休息し、又は補食することが必要なとき：必要と認められる時間

出産予定日まで８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内の女性職員が申し出た期間（産前休
暇）

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産前休暇が８週間に満たない場合は当該
期間を産後休暇に加えることができるが上限は１０週間。産後休暇）

職員の妻が出産する場合：①出産のため入院した日から出産の日後２週間を経過する日までの
期間内において２日以内　②職員が出産に係る子又は小学校就学前の子を養育するとき、出産
予定日の６週間前（多胎妊娠の場合は１４週間）から出産後８週間までの期間において５日以内

勤務を要する日

負傷又は疾病の場合：９０日以内で必要と認められる期間

午前８時３０分 午後５時１５分

負傷・病気により休職を命じられた職員が復職後、又は病気休暇を与えられた職員が、休暇の
期間満了後において、なお通常勤務が困難な場合：６０日以内で必要と認める期間中、１日につ
き必要と認められる時間

正午から
午後１時まで

（１時間）

月曜日から金曜日までの週５日間
（国民の祝日及び１２月２９日から

１月３日までを除く。）

開始時刻 終了時刻 休憩

３８時間４５分
（１日７時間４５分）

１週間の勤務時間

休 暇 の 種 類 要　件　及　び　日　数

負 傷 ・ 疾 病 等
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職員の親族が死亡した場合：配偶者、子、父母等の親族関係に応じて定める１０日以内の期間
（例）配偶者…１０日、子…５日、父母…７日

職員が生後１年に達しない子を育てる場合：１日２回、それぞれ３０分以内の時間

休 暇 の 種 類 要　件　及　び　日　数

育 児 等

組 合 休 暇
（ 無 給 ）

職員団体の業務又は活動に従事する場合：１暦年３０日以内の期間

看 護

冠 婚 葬 祭

そ の 他

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため
勤務しないことが相当であると認められる場合：７月から９月までの期間内において原則として連
続する６日以内の期間

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間に
わたり日常生活を営むのに支障があるものを介護するため、勤務しないことが相当であると認め
られる場合：通算して６月の期間内

介 護 休 暇
（ 無 給 ）

職員が結婚する場合：結婚の日の５日前から結婚後１月を経過する日までの期間内で、週休
日、休日及び代休日を除いて連続する５日の範囲内の期間

小学校就学の始期に達するまでの子を看護する場合：１暦年５日（小学校就学の始期に達する
までの子が２人以上の場合は１０日）以内

短 期 介 護
配偶者、父母、子、同居している祖父母、孫、兄弟姉妹等を介護する場合：１暦年５日（要介護者
が２人以上の場合は１０日）以内

職員が骨髄・末梢血幹細胞移植のため、登録または骨髄・末梢血幹細胞の提供をする場合で、
それに伴う検査、入院等のため勤務しないことが相当であると認められるとき：必要と認められる
期間

父母、配偶者及び子の追悼のための特別な行事の場合：１日の範囲内の期間

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合：必要と認められる期間

職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として裁判所その他の官公署等へ出頭する場合：必要
と認められる期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（① 地震、暴風雨、噴火等により
相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その他
被災者を支援する活動、② 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の社会福祉施
設であって規則に定めるものにおける活動、③ ①②に掲げる活動のほか、身体上若しくは精神
上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者を支援する活動）
を行う場合で勤務しないことが相当であると認められるとき：１暦年５日以内

特
　
別
　
休
　
暇

乳幼児が定期のポリオ、ツベルクリン・BCG、三種混合(百日ぜき、ジフテリア、破傷風)、麻しん、
風しん及び日本脳炎の予防接種を受けるために付き添う場合：必要と認められる時間
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ウ　年次有給休暇の取得状況（一人当たり平均取得日数） （単位：日）

エ　介護休暇の取得状況（取得者数） （単位：人）

(4)　職員の休業に関する状況
ア　育児休業等の制度

イ 育児休業等の取得状況（令和４年度）  （単位:人）

８.５ ８.８ ９.２

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１週間当たりの勤務時間を１９時間２５
分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分とする短時間の勤務をすることができる制度。
勤務時間に応じた給与を支給

１０.２ １０.８

令和３年

部 分 休 業
（ 無 給 ）

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤務時間の始めまたは終わりに３０
分を単位として２時間を限度に勤務に従事しないことを認める制度

２ １ １ １ １

育 児 短 時 間 勤 務
（ 有 給 ）

育 児 短 時 間 勤 務 ０ ０

育 児 休 業 １ １０

部 分 休 業 ０ ２

配 偶 者 同 行 休 業 ０ １

平成３０年 令和元年 令和２年 令和４年

介 護 時 間
（ 無 給 ）

要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の始めまたは終わりに３０分を単位として２時間を
限度に勤務に従事しないことを認める制度

平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

育 児 休 業
（ 無 給 ）

満３歳に満たない子を養育するため、職務に従事しないことを認める制度

種 類 制度概容

種 類 男性 女性

配 偶 者 同 行 休 業
（ 無 給 ）

配偶者が、外国での勤務等により住所又は居所を定めて滞在する場合、当該住所又は居所に
おいて生活を共にすることを認める制度
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(5)　分限及び懲戒処分の状況
（単位：人）

区　　　　　　分 降任 免職 休職 降給 計

勤務実績が良くない場合 － － － － 0

心身の故障の場合 － － 5 － 5

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を
生じた場合

－ － － － 0

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － 0

条例で定めた事由による場合 － － － － 0

計 0 0 5 0 5

（単位：人）

区　　　　　　　分 免職 停職 減給 戒告 計

法令に違反した場合 － － － － 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 － － － 1 1

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場
合

－ － － － 0

計 0 0 0 1 1

(6)　服務の状況

ア　職務に専念する義務の免除

(ｱ)　研修を受ける場合

(ｲ)　他の自治体や学校から委嘱を受け、講演又は講義を行う場合

a　職場の健康診断

b　小体連、中体連等の競技役員等の依頼を受けた場合

c　出動命令が出された消防団活動に従事する場合

イ　営利企業従事の許可

(ｱ)　職務の遂行に支障を及ぼすおそれがない場合

(ｳ)　当該営利企業への従事が地方公務員法の精神に反しないと認められる場合

a　部長等が第三セクターの非常勤取締役に無報酬で就任する場合

b　職員が統計調査業務に従事する場合　

ア　分限処分者数（令和４年度）

(ｵ)　令和４年度の免除の具体例

(ｴ)　令和４年度の許可の具体例

　職員には、法律その他条例に特別の定めがある場合を除き、地方公務員法により職務に専念する義務が課
されています。「法律その他条例に特別の定めがある場合」として、職務に専念する義務が免除される場合
には、主なものとして次のような場合があります。

(ｳ)　国や他の自治体が主催する職務上の教養を目的とする講習会又は講演会に参加する場合

(ｴ)　国や地方公共団体及びその他の公共団体から依頼を受けて、その業務又は事業に参加する場合

　職員は、営利企業の役員等の就任及び報酬を得て事業に従事することについては、地方公務員法により原
則として禁止されています。しかし、次のすべての条件を満たす場合には、職員の営利企業従事を許可する
ことができます。

(ｲ)　職員が勤務する機関又は職員が占めている職と、兼ねようとする地位又は従事しようとする
　事業若しくは事務との間に特別な利害関係もしくは利害関係が発生するおそれがない場合

イ　懲戒処分者数（令和４年度）
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(7)　研修及び勤務成績の評定の状況

(ｱ)　自主研修（職員自らが主体的に意欲的に取り組むもの）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

ｅラーニング 希望者 44人 - 情報セキュリティ等

(ｲ)　職場研修（職場で日常の職務を通して、必要とされる知識や技能などを学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

業務推進職場研修 全職員 全員 通年 職場において、業務等をとおした研修

新採職員受入研修
新採職員が配置
された係長等

16人 １日 ＯＪＴの進め方等について

新採職員育成支援
新採職員及び
新採職員を受け入れた
所属長等

19人 ６か月
新採職員を対象に、職場における業務等をとおした
育成研修

(ｳ)　基本研修（職員として必要な知識や能力を、必要とされる時期に計画的に学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

新規採用予定者
事前研修

令和５年度
新規採用予定者

14人 1日
各種資料による自主研修
勤務内容、共済組合制度

新採職員
第一部研修

令和４年度
新規採用職員

19人 3日

市長講話、市政のあらまし、地方自治制度、地方公
務員制度、情報システムの概要と注意点、選挙事
務、災害対策と初動体制、人事評価・服務規律、接
遇

新採職員
第二部研修

令和４年度
新規採用職員等

18人 3日

市長講話、地方公務員制度、法制執務、環境マネジ
メント、知的・発達障がい疑似体験出前講座、選挙
事務、ピンクリボンメイト養成講座、接遇・クレーム対
応研修、出産及び育児に関する休暇・休業

一般職員
第一部研修

高校卒業採用５年経過
職員、公務員専門学校・
短大卒業採用３年経過
職員、大学卒業・社会人
経験採用１年経過職員

25人 3日
部長講和、法制執務、健康管理、公務員倫理、レジ
リエンス、ハラスメント防止、天童市のスポーツ振興

一般職員
第二部研修

令和４年度
主任昇格職員

15人 3日
部長講話、健康管理、危機管理、公務員倫理、財政
のしくみ、説明力向上、ハラスメント防止

監督者
第一部研修

令和４年度
主査昇格職員

14人 3日
部長講話、健康管理、公務員倫理、ハラスメント防
止、リーダーシップ、多様な性の尊重

監督者
第二部研修

令和４年度
係長級昇格職員

21人 3日
部長講話、健康管理、危機管理、知的・発達障がい
疑似体験出前講座、議会のしくみ、フォローシップ

監督者
第三部研修

令和４年度
課長補佐級昇格職員

6人 2日 マネジメント、ハラスメント防止

技能士研修 技能労務職員 21人 1日 公務員倫理

ア　研修の状況（令和４年度）
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(ｴ)　特別研修（新たな行政課題への対応等、専門性や実務性が高い知識等を学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

総務教育 2人 ３日
小牧市立図書館（愛知県小牧市）、教職員の働き方
改革の取組み（岐阜県下呂市）、DX推進の取組み
（高齢者向けスマホ教室ほか）（愛知県東浦町）

環境福祉 2人 ３日

こども未来館「おむらんど」について（長崎県大村
市）、デマンド交通（乗り合いタクシー）について（長
崎県長崎市）、唐津市民病院きたはたの地域医療に
おける役割と健全経営の取組みについて（佐賀県唐
津市）

経済建設 2人 ３日
空き家対策について（福岡県糸島市）、グリーンツー
リズムについて（福岡県朝倉市）、中間市観光基本
計画について（福岡県中間市）

庶務担当者研修会 庶務担当職員 46人 １日
財務・会計事務、服務、勤務条件、会計年度任用職
員、旅費、マイナンバー取扱等

令和４年度
新規採用職員等

2人 １日 交通安全に関する学科と実技

 自動車点検等の
知識・技能を必要と
している職員

15人 １日 車両整備に関する学科

交通安全意識向上が
期待される職員

2人 １日 交通安全に関する学科と実技

健康管理研修
令和４年度
新規採用職員等

27人 ２か月
（動画視聴型）

メンタルヘルスの基礎知識、心の不調者を出さない
職場づくり等

人事評価研修 評価者、被評価者 53人 ２日
人事評価制度の目的と仕組み、天童市の人事評価
制度、評価方法、評価統一等

アサーション研修 受講を希望する職員 16人 １日
相手の置かれている状況や気持ちを慮りながらも、
自分の意見を素直に伝える技術等

ゲートキーパー
養成講座

受講を希望する職員 57人 １日 ゲートキーパーの養成

議会常任委員会
行政視察

交通安全研修
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(ｵ)　派遣研修（専門的な知識や高度な技能などを身に付けるため、専門の研修機関等へ派遣）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

市町村アカデミー
各研修対象職員
及び希望する職員

6人 ５日～９日
政策の最先端、広報の効果的実践、議会事務、法
令実務、自治体財政運営講座等

山形県市町村
職員研修所

各研修対象職員
及び希望する職員

60人 １日～３日

課長級、課長補佐級、係長級（Ⅰ部・Ⅱ部）、一般職
員上級、ＪＳＴ指導者養成、接遇指導者養成、政策形
成能力向上、接遇、ＣＳ向上研修、交渉・説得・調整
技術、交渉・折衝、プレゼンテーション、コーチング、
ファシリテーション、コミュニケーション実践、モチ
ベーションアップ、連携・協働力向上、官民による企
画力向上、ハードクレーム対応、クレーム対応、長期
病休者職場復帰支援、法制執務担当職員（Ⅰ・
Ⅱ）、住民基本台帳担当職員、税務（固定資産税課
税・市町村民税課税・徴収）担当職員、財務担当職
員等

山形連携中枢都市圏構
想連携事業

各研修対象職員
及び希望する職員

9人 １日～5日
政策法務、地域計画、政策形成、政策情報発信、教
養講演会

令和４年度の年齢が３５
歳、４５歳に達する職員
(生涯生活充実型)

25人 １日 講演「生涯家計設計」

令和４年度末まで退職
予定の職員(退職準備
型)

7人 １日
講演「生涯家計プランと賢い退職後の生活術」、退
職後の公的医療保険制度、退職手当のしくみ、年金
制度、積立年金・遺族附加年金、個別相談

イ　勤務成績評定制度の概要

(ｱ)　昇給の場合

(ｲ)　昇格の場合

ライフプランセミナー
(山形県市町村職員共済組合)

　昇給日（１月１日）に、所属長が各職員の前年の勤務成績を判定し、その結果を参考にして昇給の可否を決定していま
す。

　昇任の時期または昇格基準を満たした時期に、所属長が各職員の当該職務の級に在級している全期間の勤務成績を
判定し、その結果を参考にして昇格の可否を決定しています。
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ア　保健事業

事　業　名

○基本健診（下記の人間ドック受診者を除く全職員）

【以下、基本健診受診者のうち、各条件を満たす職員が受診】

○胸部エックス線（結核）撮影（全職員）

○胃がん検診（３０歳台の希望者または４０歳以上の職員）

○大腸がん検診（４０歳以上の職員）

○前立腺がん検診（５０歳以上の男性職員）

○検診機関　天童市民病院、寒河江市西村山郡医師会総合健診センター

○検診費用　全額公費負担

○検診機関　天童市民病院ほか

○検診機関　山形済生病院ほか

イ　職員厚生会の主な事業

事　業　名

備考　職員厚生会は職員からの会費で運営しており、公費負担はありません。

ウ　公務災害・通勤災害の認定状況 （単位：件）

災害の種別 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

公務災害 ４ ８ ４ ７

通勤災害 ０ ０ ０ １

計 ４ ８ ４ ８

(8)　福祉及び利益の保護の状況(令和４年度)

退職職員記念品贈呈事業

勤続１５年以上の職員 20,000円相当の記念品

勤続１０年以上１５年未満の職員 10,000円相当の記念品

勤続５年以上１０年未満の職員 5,000円相当の記念品

勤続５年未満の職員 3,000円相当の記念品

対　　　象 内 容

活力増進事業
全職員 レクリエーション実施

全職員 インフルエンザ予防接種助成事業

眼科検診事業
○対 象 者　継続的に情報機器作業（パソコン等に係る作業）に従事する職員

脳ドック事業
（山形県市町村職員
互助会との共催）

○対 象 者　４５歳以上で希望する職員（下記のＰＥＴ検診受診者を除く）

○助 成 額　４５歳の職員　40,000円
　　　　　　４６歳以上の職員　20,000円

ＰＥＴ検診事業
（山形県市町村職員
互助会との共催）

○対 象 者　５２歳以上で希望する職員（上記の脳ドック受診者を除く）

○助 成 額　40,000円

人間ドック事業
（市単独）

○対 象 者　３０歳以上で希望する職員

○受診日程　天童市民病院　１泊２日
　　　　　　寒河江市西村山郡医師会総合健診センター　１日

○助 成 額　天童市民病院　40,000円
　　　　　　寒河江市西村山郡医師会総合健診センター　30,000円

事　業　内　容

職員総合健診事業
（山形県市町村職員
共済組合との共催） ○肺がん検診（４０歳以上で喫煙指数６００以上または最近６か月以内に血痰の

あった職員）

○Ｃ型肝炎等検診（３５歳の職員または３６歳以上でＣ型肝炎検査未受診者、血液
製剤の投与等によりＣ型肝炎ウイルスの感染が疑われる職員）
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